
３６協定届の記載例（特別条項）
（様式第９号の２（第16条第１項関係））

É臨時的に限度時間を超えて労働させる場合には様式第９号の２の
協定届の届出が必要です。
É様式第９号の２は、

・限度時間内の時間外労働についての届出書（１枚目）と、
・限度時間を超える時間外労働についての届出書（２枚目）
の２枚の記載が必要です。

É３６協定で締結した内容を協定届（本様式）に転記して届け出て
ください。
ï３６協定届（本様式）を用いて３６協定を締結することもできます。

その場合には、労働者代表の署名又は記名・押印が必要です。
ï必要事項の記載があれば、協定届様式以外の形式でも届出できます。

É３６協定の届出は電子申請でも行うことができます。
É（任意）の欄は、記載しなくても構いません。

事業場（工場、支店、営業所
等）ごとに協定してください。

労働保険番号・法
人番号を記載して
ください。

この協定が有効と
なる期間を定めて
ください。１年間
とすることが望ま
しいです。

業務の範囲を細分化し、
明確に定めてください。

事由は具体的に
定めてください。

対象期間が３か
月を超える１年
単位の変形労働
時間制が適用さ
れる労働者につ
いては、②の欄
に記載してくだ
さい。

１年間の上限時間
を計算する際の起
算日を記載してく
ださい。その１年
間においては協定
の有効期間にかか
わらず、起算日は
同一の日である必
要があります。

１日の法定労働時間を
超える時間数を定めて
ください。

１か月の法定労働時間を超える時間
数を定めてください。①は45時間
以内、②は42時間以内です。

１年の法定労働時間を超える時間数
を定めてください。①は360 時間以
内、②は320 時間以内です。

１枚目
（表面）

労働時間の延長及び休日の労働は必要最小限にとどめられるべきであり、
労使当事者はこのことに十分留意した上で協定するようにしてください。

なお、使用者は協定した時間数の範囲内で労働させた場合であっても、労
働契約法第５条に基づく安全配慮義務を負います。
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₈ ─ ₉─ ⌐│⁸ │ ╩↕∑╢ ─№╢ ╩ ⌐ ⇔⁸
36 ─ ⌐ ⌂ ⌐≈™≡ ╩⇔√ ⌐│⁸ ╩ ─

≤ ⇔≡ ∆╢↓≤⁹⌂⅔⁸ ─ ╩ ∆╢⌐ √≈≡│⁸ ─ ╩ ∆╢
↓≤⌐╟╡ ─ ╩ ⌐⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™↓≤⌐ ∆╢↓≤⁹
₈ 18 ─ ₉─ ⌐│⁸ │ ╩↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢
─ ╩ ∆╢↓≤⁹
₈ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢ ₉─ ─ ⌐ √≈≡│⁸ ─≤⅔╡≤∆╢↓≤⁹ │

32 ⅛╠ 32 ─ ╕≢ │ 40 ─ ⌐╟╡ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢ ─
₈ ₉≤™℮⁹ ╩ ⅎ╢ ╩ ∆╢↓≤⁹⌂⅔⁸ ⌐ ∆╢ ⌐

⅛⅛╦╠∏⁸ ┘ ╩ ⇔√ ⅜1 ⌐≈™≡100 ≤⌂≈√ ⁸
┘ ⅛╠ ╕≢╩ ⇔≡80 ╩ ⅎ√ ⌐│ 119 ─
⌐╟╡ ─ │30 ─ ≤⌂╢↓≤⌐ ∆╢↓≤⁹

₈ ₉─ ⌐│⁸ ╩ ⅎ≡ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢ ≢№≈≡⁸ ⌐≈™
≡─ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢ ≤⌂╢ ╩ ∆╢↓≤⁹⌂⅔⁸ ╩ ⅎ╢
⌐≈™≡╙ ∆╢ ⌐⅔™≡│⁸ ╩ ⅎ╢ ╩ ∑≡ ∆╢↓≤⅜≢⅝
╢⁹
₈ ₉─ ⌐│⁸ ╩ ⅎ≡ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢ ≢№≈≡⁸₈ ₉

─ ⌐ ∆╢₈ ₉⌐⅔™≡ ╘╢ ⅛╠ ↔≤⌐≈™≡─ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢
≤⌂╢ ╩45 ⅜ ╩ ⅎ╢ ─ ⌐╟╡ ∆╢

⌐≈™≡│⁸42 ─ ≢ ∆╢↓≤⁹⌂⅔⁸ ╩ ⅎ╢ ⌐≈™≡╙
∆╢ ⌐⅔™≡│⁸ ╩ ⅎ╢ ╩ ∑≡ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹
₈ ₉─ ⌐│⁸ ╩ ⅎ≡ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢ ≢№≈≡⁸₈ ₉

⌐⅔™≡ ╘╢ ⅛╠ ⌐≈™≡─ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢ ≤⌂╢ ╩360

⅜ ╩ ⅎ╢ ─ ⌐╟╡ ∆╢ ⌐≈™≡│⁸320 ─
≢ ∆╢↓≤⁹⌂⅔⁸ ╩ ⅎ╢ ⌐≈™≡╙ ∆╢ ⌐⅔™≡│⁸

╩ ⅎ╢ ╩ ∑≡ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹

ᵒ─ │⁸ 32 ─ ─ ⌐╟╢ ⌐╟╡ ∆╢ ⅜
╩ ⅎ╢ ─ ⌐╟╡ ∆╢ ⌐ ╢⁹ ⌐≈™≡ ∆╢↓≤⁹⌂⅔⁸
∆╢↓≤⅜≢⅝╢ ─ │ᵑ─ ─ ╟╡╙ ™ 42 ⁸ 320 ↓≤⌐
∆╢↓≤⁹

₈ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢ ─ ₉─ ⌐│⁸ 35 ─ ⌐╟╢
│ ≢№╢↓≤⌐ ∆╢↓≤⁹ ⌐ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢ ╩ ∆╢↓≤⁹

₈ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢ ⌐⅔↑╢ ┘ ─ ₉─ ⌐│⁸ 35 ─
⌐╟╢ ≢№≈≡ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢ ─ ┘ ─ ╩ ∆╢↓≤⁹
♅▼♇◒Ⱳ♇◒☻│ 36 ┘ ─ ╩ ∆╢ ─╙─≢№

╡⁸₈ ⅛╠ ╕≢₉≤│⁸ ╙☻כ◔←√╕╩ ╘⁸ ⇔√ ⅛╠ ╕≢
─ ╩ ∆↓≤⌐ ∆╢↓≤⁹╕√⁸♅▼♇◒Ⱳ♇◒☻⌐♅▼♇◒⅜ ™ ⌐│ ⌂ ≤
│⌂╠⌂™↓≤⌐ ∆╢↓≤⁹

⌐≈™≡│⁸ ─ ≢ ∆╢ ⅜№╢ │∕─ ≤⁸ ─
≢ ∆╢ ⅜ ™ │ ─ ╩ ∆╢ ≤ ∆╢↓≤⁹⌂⅔⁸ ─
╩ ∆╢ │⁸ ─ ─ ⌐╟╡⁸ 41

⌐ ∆╢ │ ─ ⌐№╢ ≢⌂ↄ⁸⅛≈ ⌐ ∆╢ ╩∆╢ ╩ ∆╢↓≤
╩ ╠⅛⌐⇔≡ ↕╣╢ ⁸ ─ ⌐╟╢ ⌐╟╡ ↕╣√ ≢№≈≡⁸ ─
⌐ ≠⅝ ↕╣√╙─≢⌂™↓≤⁹↓╣╠─ ╩ √↕⌂™ ⌐│⁸ ⌂ ≤│⌂╠⌂
™↓≤⌐ ∆╢↓≤⁹

≢ ⅜ ╡⌂™ │ ╩ ∆╢↓≤⁹↓─ ⁸ ─№╢ ─╖
∆╢↓≤≢ ⇔ ⅎ⌂™⁹

24 ─ ─ ⌐╟╡⁸ 38 ─ ─
≢ ∆╢ ─ ⌐ ≤↕╣╢ ╩ ∆╢ ─ ─ ╩ ⌐
⇔≡ ↑ ╢ ⌐⅔™≡│⁸ ─ ⌐≈™≡│ ─ ≤│ ⇔⁸
─ ≢№╢ ╩ ⅝⇔√ ≢⁸₈ ₉─ ⌐│ ─ ⌐

≤↕╣╢ ╩ ⅝∆╢↓≤⁹╕√⁸₈ ─ ₉─ ⌐│ ⌐ ∆╢ ─
╩ ⅝∆╢↓≤⁹

（2018.9 ）

１枚目
（裏面）



業務の範囲を細
分化し、明確に
定めてください。

事由は一時的又は突発的に時間外労働を行
わせる必要のあるものに限り、できる限り
具体的に定めなければなりません。
「業務の都合上必要なとき」「業務上やむ
を得ないとき」など恒常的な長時間労働を
招くおそれがあるものは認められません。

１年間の上限時
間を計算する際
の起算日を記載
してください。
その１年間にお
いては協定の有
効期間にかかわ
らず、起算日は
同一の日である
必要があります。

月の時間外労働
の限度時間（月
45時間又は42
時間）を超えて
労働させる回数
を定めてくださ
い。年６回以内
に限ります。

限度時間（月45時間又は42時
間）を超えて労働させる場合の、
１か月の時間外労働と休日労働
の合計の時間数を定めてくださ
い。月100時間未満に限ります。
なお、この時間数を満たしてい
ても、２～６か月平均で月80時
間を超えてはいけません。

限度時間（年360
時間又は320 時
間）を超えて労働
させる１年の時間
外労働（休日労働
は含みません）の
時間数を定めてく
ださい。年720時
間以内に限ります。

時間外労働と法定休日労働を合計し
た時間数は、月100 時間未満、２～６
か月平均80時間以内でなければいけ
ません。これを労使で確認の上、必
ずチェックを入れてください。
チェックボックスにチェックがない
場合には、有効な協定届とはなりま
せん。㊞

限度時間を超えて時
間外労働をさせる場
合の割増賃金率を定
めてください。
この場合、法定の割
増率（25% ）を超え
る割増率となるよう
努めてください。

限度時間を超え
た労働者に対し、
裏面の記載心得
１（９）①～⑩
の健康確保措置
のいずれかの措
置を講ずること
を定めてくださ
い。

限度時間を超え
て労働させる場
合にとる手続に
ついて定めてく
ださい。

限度時間を超えて時
間外労働をさせる場
合の割増賃金率を定
めてください。
この場合、法定の割
増率（25% ）を超え
る割増率となるよう
努めてください。

労働者の過半数で組織する労働組合が無い
場合には、３６協定の締結をする者を選ぶ
ことを明確にした上で、投票・挙手等の方
法で労働者の過半数代表者を選出し、選出
方法を記載してください。
使用者による指名や、使用者の意向に基づ
く選出は認められません。

押印も必要です。

管理監督者は労働者代表
にはなれません。

協定書を兼ねる場合には、労働者代表
の署名又は記名・押印が必要です。

２枚目
（表面）

臨時的な特別の事情がなければ、限度時間（月45時間又は42
時間・年360 時間又は320 時間）を超えることはできません。

限度時間を超えて労働させる必要がある場合でも、時間外労働
は限度時間にできる限り近づけるように努めてください。
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36 ─ ⌐⅔™≡ ⌐ ∆╢ ⌐ ∆╢ ╘╩ ⇔√
⌐⅔↑╢ ─ ⌐ √≈≡│⁸ ─≤⅔╡≤∆╢↓≤⁹

₈ ⌐ ╩ ⅎ≡ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢ ₉─ ⌐│⁸ ⌐⅔↑╢
∆╢↓≤─≢⅝⌂™ ─ ⌂ ⌐ ™ ⌐ ╩ ⅎ≡ ↕∑╢

⅜№╢ ╩≢⅝╢ ╡ ⌐ ∆╢↓≤⁹⌂⅔⁸ ─ ⌂ ⁸
╛╗╩ ⌂™ ⌂ ╩ ↄ⅔∕╣⅜№╢╙─╩ ∆╢↓≤│ ╘╠╣⌂
™↓≤⌐ ∆╢↓≤⁹
₈ ─ ₉─ ⌐│⁸ │ ╩↕∑╢ ─№╢ ╩ ⌐ ⇔⁸

36 ─ ⌐ ⌂ ⌐≈™≡ ╩⇔√ ⌐│⁸
╩ ─ ≤ ⇔≡ ∆╢↓≤⁹⌂⅔⁸ ─ ╩ ∆╢⌐ √≈≡│⁸ ─
╩ ∆╢↓≤⌐╟╡ ─ ╩ ⌐⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™↓≤⌐ ∆╢↓≤⁹
₈ 18 ─ ₉─ ⌐│⁸ │ ╩↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢

─ ╩ ∆╢↓≤⁹
₈ ₉─ ⌐│⁸ ⌐⅔↑╢₈ ה ⌐ ∆╢ ₉─ ≤
∂ ╩ ∆╢↓≤⁹
₈ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢ ┘ ─ ₉─ ⌐│⁸ 32 ⅛╠

32 ─ ╕≢ │ 40 ─ ⌐╟╡ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢ ─ ₈
₉≤™℮⁹ ╩ ⅎ╢ ≤ ─ ╩ ⇔√ ≢№≈≡⁸₈

₉⌐⅔™≡ ╘╢ ⅛╠ ↔≤⌐≈™≡─ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢ ≤⌂╢ ╩100

─ ≢ ∆╢↓≤⁹⌂⅔⁸ ╩ ⅎ╢ ⌐≈™≡╙ ∆╢
⌐⅔™≡│⁸ ╩ ⅎ╢ ≤ ─ ╩ ⇔√ ╩ ∑≡
∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹
₈ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢ ₉─ ⌐│⁸ ╩ ⅎ≡ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢
╩ ∆╢↓≤⁹₈ ₉⌐№≈≡│⁸₈ ₉⌐⅔™≡ ╘╢ ⅛╠ ⌐≈™≡─
∆╢↓≤⅜≢⅝╢ ≤⌂╢ ╩720 ─ ≢ ∆╢↓≤⁹⌂⅔⁸

╩ ⅎ╢ ⌐≈™≡╙ ∆╢ ⌐⅔™≡│⁸ ╩ ⅎ╢ ╩ ∑≡
∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹

⌂⅔⁸↓╣╠─ ⌐ ∆╢ ⌐⅛⅛╦╠∏⁸ ┘ ╩ ⇔√
⅜1 ⌐≈™≡100 ≤⌂≈√ ⁸ ┘ ⅛╠ ╕≢╩ ⇔≡80 ╩
ⅎ√ ⌐│ 119 ─ ⌐╟╡ ─ │30

─ ≤⌂╢↓≤⌐ ∆╢↓≤⁹
( ) ₈ ╩ ⅎ≡ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢ ₉─ ⌐│⁸ 45

⅜ ╩ ⅎ╢ ─ ⌐╟╡ ∆╢ ⌐≈™≡│⁸42 ╩
ⅎ≡ ↕∑╢↓≤⅜≢⅝╢ ╩ ─ ≢ ∆╢↓≤⁹
₈ ╩ ⅎ√ ⌐ ╢ ₉─ ⌐│⁸ ╩ ⅎ╢ ⌐ ╢

─ ╩ ∆╢↓≤⁹⌂⅔⁸ ─ │⁸ ╩ ⅎ╢ ≤∆╢╟
℮ ╘╢↓≤⁹
₈ ╩ ⅎ≡ ↕∑╢ ⌐⅔↑╢ ₉─ ⌐│⁸ ─ ─ ≤⇔

≡⁸₈ ₉⁸₈ ₉ ⌂ ╩ ∆╢↓≤⁹
₈ ╩ ⅎ≡ ↕∑╢ ⌐ ∆╢ ┘ ╩ ∆╢√╘─ ₉─ ⌐│⁸
─ ╩₈ ∆╢ ₉⌐ ⇔≡ ⇔√ ≢⁸∕─ ╩₈
₉⌐ ∆╢↓≤⁹

ᵑ ⅜ ╩ ⅎ√ ⌐ ⌐╟╢ ╩ ∆╢↓≤⁹
ᵒ 37 ⌐ ∆╢ ─ ⌐⅔™≡ ↕∑╢ ╩ ⌐≈™≡

≤∆╢↓≤⁹
ᵓ ⅛╠ ╕≢⌐ ─ ⇔√ ╩ ∆╢↓≤⁹
ᵔ ─ ┘∕─ ⌐ ∂≡⁸ │ ⌂ ╩ ∆╢↓≤⁹
ᵕ ─ ┘∕─ ⌐ ∂≡⁸ ╩ ∆╢↓≤⁹

ᵖ ⌐≈™≡╕≤╕≈√ ⇔≡ ∆╢↓≤╩ ╘≡∕─ ╩ ∆╢↓≤⁹
ᵗ ≤⅛╠∞─ ⌐≈™≡─ ╩ ∆╢↓≤⁹
ᵘ ─ ┘∕─ ⌐ ⇔⁸ ⌂ ⌐│ ⌂ ⌐ ╩∆╢↓≤⁹
ᵙ ⌐ ∂≡⁸ ⌐╟╢ ה ╩ ↑⁸ │ ⌐ ⌐╟╢ ╩ ↑
↕∑╢↓≤⁹
ᵚ ∕─
♅▼♇◒Ⱳ♇◒☻│ 36 ┘ ─ ╩ ∆╢ ─╙─≢№
╡⁸₈ ⅛╠ ╕≢₉≤│⁸ ╙☻כ◔←√╕╩ ╘⁸ ⇔√ ⅛╠ ╕
≢─ ╩ ∆↓≤⌐ ∆╢↓≤⁹╕√⁸♅▼♇◒Ⱳ♇◒☻⌐♅▼♇◒⅜ ™ ⌐│ ⌂
≤│⌂╠⌂™↓≤⌐ ∆╢↓≤⁹
⌐≈™≡│⁸ ─ ≢ ∆╢ ⅜№╢ │∕─ ≤⁸ ─

≢ ∆╢ ⅜ ™ │ ─ ╩ ∆╢ ≤ ∆╢↓≤⁹⌂⅔⁸ ─
╩ ∆╢ │⁸ ─ ─ ⌐╟╡⁸ 41

⌐ ∆╢ │ ─ ⌐№╢ ≢⌂ↄ⁸⅛≈ ⌐ ∆╢ ╩∆╢ ╩ ∆
╢↓≤╩ ╠⅛⌐⇔≡ ↕╣╢ ⁸ ─ ⌐╟╢ ⌐╟╡ ↕╣√ ≢№≈≡⁸

─ ⌐ ≠⅝ ↕╣√╙─≢⌂™↓≤⁹↓╣╠─ ╩ √↕⌂™ ⌐│⁸ ⌂
≤│⌂╠⌂™↓≤⌐ ∆╢↓≤⁹

≢ ⅜ ╡⌂™ │ ╩ ∆╢↓≤⁹↓─ ⁸ ─№╢ ─╖
∆╢↓≤≢ ⇔ ⅎ⌂™⁹

38 ─ ─ ⌐╟╡⁸ ⅜ ↕╣≡™╢ ⌐⅔™≡⁸
╩ ─ ≤⇔≡ ↑ ╢ ⌐⅔™≡│⁸ ─ ─ ─ ⌐╟╢ ⌐╟

╡ ╦╣√╙─≢№╢ ⁸ ─ ⁸ ─ ╩ ⇔√ ╩ ∆╢↓≤≤⇔⁸
₈ ₉≤№╢─│₈ ─ ₉≤⁸₈ ─ ≢№╢ ─ ₉≤

№╢─│₈ ─ ─ ⌐≈™≡ ╩ ╘≡ ⇔√ ─ ₉≤⁸₈ ─
─ ╩ ∆╢ ─ ─ ₉≤№╢─│₈ ─ ─ ⌐≈™≡

╩ ╘≡ ⇔√ ─ ╩ ∆╢ ─ ─ ₉≤ ╖ ⅎ╢╙─≤
∆╢⁹⌂⅔⁸ ─ ╩ ∆╢⌐ √≈≡│⁸ ╩ ╘≡ ↕╣√ ≤∕─ ─ ≤
≢ ∆╢↓≤≤⇔⁸ ╩ ╘≡ ↕╣√ ─ ╩ ∆╢⌐ √≈≡│⁸

─ ⌐╟╡⁸ ─ ≢ ∆╢ ⅜№╢ ⌐⅔™≡│∕─ ⁸
─ ≢ ∆╢ ⅜ ™ ⌐⅔™≡│ ─ ╩ ∆╢ ⌐ ╩ ╘≡
↕╣√ ─ ╩ ∆╢↓≤⌐ ∆╢↓≤⁹

─ ─ ⌐ ∆╢ ─ ⌐╟╡⁸ ⅜
↕╣≡™╢ ⌐⅔™≡⁸ ╩ ─ ≤⇔≡ ↑ ╢ ⌐

⅔™≡│⁸ ─ ─ ─ ⌐╟╢ ⌐╟╡ ╦╣√╙─≢№╢ ⁸ ─ ⁸
─ ╩ ⇔√ ╩ ∆╢↓≤≤⇔⁸ ₈ ₉≤№╢─│₈

─ ₉≤⁸₈ ─ ≢№╢ ─ ₉≤№╢─│₈ ─ ─
─ ≢№╢ ─ ₉≤⁸₈ ─ ─ ╩ ∆╢ ─ ─

₉≤№╢─│₈ ─ ─ ─ ─ ╩ ∆╢ ─ ─
₉≤ ╖ ⅎ╢╙─≤∆╢⁹⌂⅔⁸ ─ ╩ ∆╢⌐ √≈≡│⁸ ⌐ ≠⅝

↕╣√ ≤∕─ ─ ≤≢ ∆╢↓≤≤⇔⁸ ⌐ ≠⅝ ↕╣√ ─ ╩ ∆╢
⌐ √≈≡│⁸ ─ ⌐╟╡⁸ ─ ≢ ∆╢ ⅜№╢ ⌐⅔™≡
│∕─ ⁸ ─ ≢ ∆╢ ⅜ ™ ⌐⅔™≡│ ─ ╩
∆╢ ─ ⌐ ≠⅝ ↕╣√ ─ ╩ ∆╢↓≤⌐ ∆╢↓≤⁹

ご不明な点やご質問がございましたら、厚生労働省または事業場の所在地を管轄する都道府県労働局、労働基準監督署におたずねください。

ü問合せ先：厚生労働省 労働基準局 労働条件政策課 03-5253 -1111 （代表）

ü最寄りの都道府県労働局、労働基準監督署は以下の検索ワードまたはQRコードから参照できます。

検索ワード： 都道府県労働局 または 労働基準監督署

http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

（2018.9 ）

様式のダウンロードはこちら ☞検索ワード： 労働基準関係主要様式 https ://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/roudoujouken01 /

２枚目
（裏面）

http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/
https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/roudoujouken01/

